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アジア経済危機下のアセアン

自動車産業の発展と競争構造の変化
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は　じ　め　に

　１９９７年７月のタイバーツの切り下げに端を発するアジア通貨 ・金融危機は時を追 って深刻な経

済危機の様相となり ，アセアン各国は軒並みマイナス成長に転落した。このところ通貨の安定で

最悪期は脱しつつあるが，巨額の不良債権を抱えた金融システムの再建に時問がかかるうえ，内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
需の低迷が続くことから ，９９年においてもマイナスが相次ぐ見通しである 。そうした中にあ って

９０年代前半に急成長してきたアセアン自動車市場は，これまでに経験したことのない規模で収縮

した（表１及び表２）。 アセアンの自動車産業（部品を含む）は，通貨 ・金融危機とその後の深刻な

経済低迷の影響を最も受けた代表的な業種であり ，その中にあ ってアセアン地域で約７割強とい

う圧倒的なシェアをもつ日系完成車メーカーは，きわめて厳しい経営環境にたたされている 。今

回の危機において，自動車産業が生産の激減にみられるように最も影響を受けた背景としては ，

アセアン各国の自動車産業が高関税，国内調達義務付け等の政策の下で製品の販売先を国内市場

に依存してきたという特性を持つためである 。この点で他の輸出指向型で労働集約型の繊維産業

や電子 ・電機機器，家電産業とは基本的に状況を異にしている 。

　日本貿易振興会（ジェトロ）が９８年５月に日本の製造業約２ ，０００社を対象に実施したアンケート

調査結果でも ，自動車産業については，ほぼ全ての企業（同業種で９２．１％）が「現地需要の減少で

売上高が減少」と回答している 。また，その対応策としては「生産拠点の稼働率引き下げ」との

回答割合が高く（６３ ．２％） ，「合理化に着手」（５０ ．Ｏ％）し，一部は「現地販売から輸出にシフト」

　　　　　　　　　　２）
（２１ ．１％）を図 っている 。自動車需要の回復に相当の時問を要するとみられる今日の状況下にあ っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１５）
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表１　アセアンの自動車市場規模の推移 （単位 ：千台）

１９９０年 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

タ　イ ３０３ ５７０ ５８８ ３６０ ２２５ ３００ ３５５ ４２５ ５２５

インドネシア ２７５ ３８４ ３３７ ３９２ １１８ １３０ １８０ ２３５ ２９０

マレーシア １６６ ２８６ ３６５ ４０５ ２７０ ３１８ ３６９ ４１０ ４６３

フイリピン ５８ １３０ １６２ １４４ ６９ ８４ １０２ １４５ １９０

４カ国計 ８０２ １， ３７０ １， ４５３ １， ３０１ ６８２ ８３２ １， ００６ １， ２１５ １， ４６８

（注）１９９７年は推定値

（出所）Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｓｔ　Ｉｎｔｅ１１１ｇｅｎｃｅ　Ｕｍｔ，ＥＩＵ　Ｍｏｔｏｒ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ａｓ１ａ　Ｐ
ａｃ１

６ｃ（１ｓｔ　ｑｕａｒｔｅｒ１９９８）

　　　　　　　　　　表２　アセアン４カ国の自動車販売台数　　　　　　（単位 ：％，台）

９６年 ９７年 前年比 ９８年（１～６月） 前年同期比 ９８年予測

タ　イ ５８９ ，１２６ ３６３ ，１５６ ▲３８ ．４ ７０ ，２７７ ▲７１ ．７ １７万台

インドネシァ ３３２ ，０３５ ３９２ ，１８５ １８ ．１ ３６ ，４９９ ▲８２ ．０ ６万台

マレーシア ３６４ ，７８８ ４０８ ，８３７ １２ ．１ ６１ ，２９８ ▲６８ ．２ １３万台

フイリピン １６２ ，０９５ １４４ ，３７８ ▲１０ ．９ ４３ ，１６８ ▲４４ ．９ ９万台

（注）予測台数は９８年９月時点

（出所）各国自動車 ・部品工業会，各国管轄官庁資料より作成

　３）

て， 進出企業は新たな視点での課題の抽出ならびに問題解決のための具体的な対応に迫られてい

る。 今後，アセアン自動車産業がさらなる発展をするために取り組むべき課題として，¢世界的

な自由化の流れへの着実な対応，　アセアン域内及び域外との市場リンケージの実現，　完成車

及ぴ自動車部品の輸出拡大に向けた取り組み，＠完成車や自動車部品工業にとっ て， その国の産

業構造のハランスがとれていて，かつ高度に発達した工業基盤が確立されていることが不可欠で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）あることからすそ野産業や中小企業の育成，などが挙げられる 。

　アセアンの自動車産業は現地の安価で豊富な労働力利用と完成車に対する高額な関税の回避を

目的として組み立てが開始された１９６０年代から今日まで，日系自動車メーカーを中心とした外資

系企業によっ て， それぞれの国の内需を目的とした設備投資を通じて進められてきたことは否め

ない事実である 。そして今日 ，アセアン自由貿易協定（ＡＦＴＡ）に代表される域内経済体制の推

進及び関税撤廃など貿易自由化への対応に加えて近年，将来の成長性をにらんで欧米や韓国の組

み立てメーカーの参入が本格化し，日本車との競争関係が激化する方向にあるなどグローハル規

模で進む業界再編成の流れの中で新たな競争構造ができつつある 。本稿ではそうした文脈の中で
，

アジア経済危機の発生を契機としてアセアン自動車産業が効率化を推進し，国際競争力を高める

ために２１世紀に向けてどのような戦略展開の方向を目指しているのか，について若干の考察を試

みることとする 。

１． 輸入代替型としての自動車産業

　自動車産業を基幹産業として位置づけているアセアン４カ国（タイ ，フィリピン ，マレーシア ，

イントネシア）においては，もともと高い輸入障壁で保護された国内市場指向の輸入代替産業と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１６）
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　表３　アセアン諸国，日本及び米国の自動車産業の基礎指標

３

全製造業における自動車産業の 自動車産業 産業労働者に
付加価値額の占める比率 従事者数 占める比率

８５年 ９０年 ９４年 ９１年，万人 ％

タ　イ ３． ３ ５． ３ ５． ２ ６． ８４ ４． ３

マレーシア
４． ３ ５． ４ ４． ７ １． ９５ ２． Ｏ

インドネシァ ４． １ ６． ８ ８． ９ ３． １２ １． ４

フイリピン １． Ｏ ２． ９ ４． Ｏ １． ０４ １． １

日　本 １０ ．９ １０ ．７ １０ ．６ ８１ ．２ ７． ３

米国
１２ ．９ １１ ．７ １１ ．６ ８１ ．５ ４． ９

（出所）付加価値額比率　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＧｌｏｂａ１Ｒｅｐｏｒｔ１９９６（ＵＮＩＤＯ）

　　　雇用者数　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ 　Ｙ
ｅａｒ

ｂｏｏｋ 　ｏｆ 　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ１９９５（ＵＮＩＤＯ）

して保護育成されてきた。発展途上国が自動車産業を戦略的な産業として位置付けてその育成に

国家を挙げて取り組んでいるのは次のような理由による 。自動車は１万点以上に及ぶ部品から成

り立つが，完成車メーカーはそのすべてを作るわけではない。タイヤ，バッ テリー ガラスなど

はそれらの専業メーカー から購入するか，あるいは外注といっ た形で下請け関連メーカーの協力

を得るものなどが相当部分を占めている 。また，自動車の関連産業は製造分野にとどまらない 。

販売部門のほかに整備，旅客や貨物の輸送，リースや駐車場，燃料販売，保険やローン ，その他

サービスなど広い範囲に及んでいる 。これをもっ て自動車が総合産業とよばれる所以である（表

３）。 そのため自動車産業をもっ て雇用創出や技術開発の牽引力としたいとする途上国が少なく

ないのである 。アセアン諸国において輸送機器（自動車が大部分）が国内生産において一定の比重

をもっ ているのに対し，輸出における比重が小さく ，国によっ てはほとんど輸出が行われていな
　　　　　　５）
い実態がある 。１９６０年代においてこの地域に輸入代替を目的として設立された日系の現地法人は ，

基本的には現在も国内市場に特化した生産を行 っている 。このような国内市場指向型の自動車組

み立て産業並ぴに同部品産業が十分な国際競争力を有しているかとうかは疑わしい面があると言

わさるを得ないのである 。アセアンの輸入代替産業の象徴ともいえる自動車産業の競争力強化と

効率化のためには，自由化と規制緩和による保護撤廃，すそ野産業を形成する中小企業の育成を

計画的，かつ国際通商ルールと整合的に行わなければならないことは言うまでもない 。

２． 日系完成車メーカーの対アセアン進出とその戦略

　日本の自動車産業による対アセアン投資は古くは１９６０年代から行われてきたが，その時期区分

は大きく３つに分けられる 。第一期の１９６０年代から８０年代前半にかけてのアジア進出は，各国の

自動車産業育成政策に基づく完成車の輸入規制等に対応した市場確保のための，どちらかと言え

ば受け身で，消極的な動機付けによるものであ ったといえよう（規制対応型）。 その過程にあ って ，

ＣＫＤによる組み立てから徐々に国産化率を高め，市場の拡大に伴 って生産能力を増大させてき

た。 第二期は８５年の円高と ，アセアンでの自由化の進展の下で特に９０年代に入 ってから ，もっ ぱ

らコスト意識を優先した完成車の生産拠点並びに部品供給拠点として世界の中で最も高い成長が

予想されるアセアン地域を視野に入れて，域内での各生産拠点間の部品の相互融通や拡大などを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１７）
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表４　タイの日系自動車メーカー

設立時期 企　　業　　名 年間生産能力

１９６２年 Ｔｏｙｏｔａ　Ｍｏｔｏｒｓ　Ｔｈａｉ１ａｎｄ ２０万台

１９６６年 Ｉｓｕｚｕ　Ｍｏｔｏｒｓ １４万台

１９６２年 Ｓｉａｍ　Ｍｏｔｏｒｓ ＆Ｎｉｓｓａｎ ９． ８万台

１９７３年 Ｓｉａｍ　Ｎｉｓｓａｎ　Ａｕｔｏｍｏｂｉ１ｅ

１９８７年 ＭＭＣ　Ｓｉｔｔｉｐｏｌ（三菱自工） １９万台

１９７５年 Ｓｕｋｏｓｏ１＆Ｍａｚ
ｄａ　Ｍｏｔｏｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ ２． ５万台

１９９２年 Ｈｏｎｄａ　Ｈｉｎｏ　Ｉｎｄｕｓ位ｙ ６万台

１９６５年 Ｔｈａｉ　Ｈｉｎｏ　Ｉｎｄｕｓ位ｙ ２万台

１９８７年 Ｎｉｓｓａｎ　Ｄｉｅｓｅ１Ｔｈａｉ１ａｎｄ Ｎ． Ａ．

１９９５年 Ａｕｔｏ　 Ａ１１ｉａｎｃｅ　Ｔｈａｉ１ａｎｄ（マッダとフォードの合併） １０万台

　　　　　（出所）「フォーリン」，日本自動草工業会資料，各種新聞報道等より作成

通じた積極的な事業展開を経営戦略として位置付けたものである（域内相互補完型）。 ちなみに通

貨・ 経済危機から実体経済の危機へと進んだ東アジアの産業を支えているのは，自動車や家電に

典型的にみられるように日本企業が６０年代から営々と築き上げてきたアセアン地域に広がる生

産・ 調達ネ ソトワークといえる 。特に８０年代後半からは部品国産化政策への対応もあ って部品企

業の進出が目立 って多くなっ た時期でもある 。組み立てメーカーの進出と拡張投資に伴う随伴 ，

あるいは呼び寄せる形で必ずしも出たくないのに進出せざるを得なか った面もないとは言えない 。

そして第三期は１９９７年の通貨 ・金融危機以降，日系組み立て企業による従来の国別の対応をべ 一

スとした域内相互補完から世界の完成車メーカーも巻き込んだグローハル化に軸足を移しつつ ，

その中にあ って特に部品 ・素材産業の分厚いすそ野が育ちつつあるタイに着目してアセアンにお

ける最重要の生産輸出拠点として位置付けてその強化を図る過程（グローバル戦略型）と言えよう

（表４）。 その背景にはグローハル競争での生き残りをかけて世界の完成車メーカーは，日本の完

成車 ・部品メーカーと組んでアジアでの事業基盤の確保を目指し戦略的な提携を進めているとい

う実態がある 。

３． ２１世紀初頭のアセアン自動車市場の基本構図

　（１）変化しない国別の主力生産車桓構成

　通貨 ・経済危機の発生以前には，国産化義務の廃止により組み立てメーカーは規制下での高 コ

スト部品の調達を取りやめ，域内外から最も安い部晶を調達し，組み立てることが可能になり ，

その結果として現在の国産化を削提とした国別の生産体制が大きく揺らくこともあり得ると考え
　　　　　　　　　　　　　　６）
られていた。タイがＧＭの誘致に際し，国産化規定の適用外としたほか，部晶輸入に対し税制

面の優遇措置を提供するなど，自由化の下での新たな生産体制を先取りし，他国に先んじて競争

力強化を図るなとの動きに出たのもそのためであ ったといえよう 。ところが，９８年８月 ，タイ政

府がアジア経済危機との関連で自国産業の保護強化を打ち出し，その一環として部品国産化規制

の廃止を当初予定した９８年７月から２０００年への延期を発表した。他方，現状では各国の経済状況 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１８）



　　　　　　　　アジア経済危機下のアセアン自動車産業の発展と競争構造の変化（山浦）　　　　　　　５

税制，道路事情，消費者の好みなどが考慮されて国ごとに各社の適性車種構成が決められている

ため，各社とも車種統一への願いは強いものがあるけれども ，その実現は極めて難しい事情にあ

る。 このため，各社によりそれぞれの市場の要求に合わせ，ユ ーザー二一ズヘの対応と主力車種

を中心に現地生産を進める現行の体制は当分の間，維持されることは確実と見られる 。

　（２）アジアカー戦略にも影響

　部晶融通の際の輸入関税の引き下げと同時に，アセアンで生産された輸入部品を国産化率の計

算で自国産部品とみなす，という方針への対応，さらにアセアンの自動車市場では多目的に利用

される商用車が主流となっ ている状況の下で，消費者に低価格の乗用車を供給することによっ て

小型車市場の拡大を図るという狙いから現地向け開発と現地調達を志向した「アジアカー」が導

入された。ところが，その後アジア通貨 ・経済危機の発生により上記の方針が崩れそうな雰囲気

に変わ ってきたこと ，車としての価値が低いにもかかわらず，いくら国産品愛用だからといっ て

購入するほど市場は甘くなか ったなどといっ た事由から９７年来，市場が激減する中で現在，アジ

アカーの売れ行きは低迷を余儀なくされている 。もともとアジアカー戦略はアセアン自動車市場

が２０００年には２４０万台に急成長するといっ た強気の予想を則提に，域内で相互供給するための体

制強化の一環として打ち出された取り組みであ ったからやむを得ない面もあろう 。アジアカーへ

の期待と裏腹に，現場の技術者達にしてみればローカル部品を無理してかき集めて作 ったアジア

仕様車などは売りたくもない，という製造現場での実態もあ ったといわれる 。市場が崩落し，本

格回復への道筋がは っきりしない状況の下で，アジアカー作りの意味合いは今日 ，急速に薄れつ

つあると言 ってよかろう 。

（３）輸出への取り組みと課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　現地通貨の大幅な下落により輸出による販路拡大が稼働率の維持，財務改善といっ た面でもっ

とも実効性があると考えられ，各社は一斉に輸出への取り組みを強化しようとしている 。アセア

ン４カ国の完成車輸出状況は表５の通りで，これまでにまとまっ た数量の乗用車を輸出してきた

のは，国民車プロトンを旧宗主国の英国を中心に欧州へ２万台前後輸出しているマレーシアだけ

と言 ってよい。タイは９７年が１万４０００台，９８年はさらにその倍以上の輸出数量を見込んでおり ，

その大半はＤ社製のピ ックア ップトラ ックで，９８年１－７月の輸出は前年同期比約１ ．６倍の３万

台に達し，年問を通じて約６万台の輸出を達成したとみられる 。現地業界筋によると ，９９年は各

社とも輸出先がさらに広がり ，輸出量は合計で１２万～１５万台規模になると強気の見方をしている 。

アジア通貨 ・金融危機の発生以前には日系メーカーに加えて，９８年５月から１トンピ ックア ップ

トラ ックの生産を始めたＦ社も輸出を計画しており ，それらを積み上げるとタイの年間完成車

輸出は２０万台に達する見通しであ った。アセアンが経済危機を乗り切 って，再び安定した経済成

長路線に戻るためには，各国が輸出によっ て持続的に外貨収入を確保していく状態に戻る以外に

道はないと考えられる 。そのため１００万台への早期の市場回復を期待するタイ政府（ＢＯＩ）も ，

１９９９年に１０万台規模の完成車輸出を見込んでいる 。日系組み立て各社の輸出に向けた取り組みを

まとめてみると表６の通りである 。

　経済危機で大幅な低迷が続く以前には，アセアン域内でアジアカーの相互供給が進み，各国に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１９）



６

（乗用車）

　　　立命館経済学（第４７巻 ・第６号）

表５　アセアン４の自動車輸出台数の推移
（単位 ：台）

１９８５年 ９０年 ９１年 ９２年 ９３年 ９４年 ９５年

タ　イ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０ Ｏ

インドネシア Ｏ ０ Ｏ ０ Ｏ Ｏ Ｏ

マレーシァ ０ ５， ８３４ １４ ，２１４ １８ ，７７０ ２０ ，０６５ ユ３ ，９０２ １９ ，８６８

フイリピン ０ ０ Ｏ ０ ０ Ｏ Ｏ

合計 ０ ５， ８３４ １４ ，２１４ １８ ，７７０ ２０ ，０６５ １３ ，９０２ １９ ，８６８

（商用車） （単位 ：台）

１９８５年 ９０年 ９１年 ９２年 ９３年 ９４年 ９５年

タ　イ ０ ０ Ｏ ０ ０ ０ ０

インドネシァ Ｏ ９２ユ １， ７２９ ２， ３６５ ３， ６１９ ４， ７１１ ５， ７４５

マレーシア ０ ９１ ０ １０ １６ １９ １４９

フイリピン Ｏ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 ０ １， ０１２ １， ７２９ ２， ３７５ ３， ６３５ ４， ７３０ ５， ８９４

（乗商合車） （単位 ：台）

１９８５年 ９０年 ９１年 ９２年 ９３年 ９４年 ９５年

タ　イ ０ ０ ０ Ｏ Ｏ ０ ０

インドネシア ０ ９２１ １， ７２９ ２， ３６５ ３， ６１９ ４， ７１１ ５， ７４５

マレーシア Ｏ ５， ９２５ １４ ，２１４ １８ ，７８０ ２０ ，０８ユ １３ ，９２１ ２０ ，０１７

フイリピン Ｏ ０ Ｏ ０ Ｏ ０ ０

合計 Ｏ ６， ８４６ １５ ，９４３ ２１ ，１４５ ２３ ，７００ １８ ，６３２ ２５ ，７６２

（出所） 自動車専門家会合「各国の自動車産業の実態と政策課題に関するアンケート」より作成

　　　　　　　　表６　タイ自動車メーカー各社の輸出対応

企業名 内　　　　　容

Ａ　社 ９８年１０月より ，豪州，ニュージーランドヘの１トンピ ックアッ
。また，ディー ゼルエンジンを日本へ年間２万基規模で輸出する。アジア

ーｒソルーナ」のＣＫＤ輸出も検討中 。

Ｂ　社 ９９年より ，１トンピ ックア ップの豪州，ニュージーランドヘの輸出（月間５００台規模）を開始する 。

Ｃ　社 ９８年９月よりアジアカー「シティ」の中近東への輸出を開始。また，同年１２月よりニュージーラン
，豪州へ乗用車アコードの輸出を検討 。

Ｄ　社 欧州向けを中企に１トンピ ックア ップの輸出拡大を目指す。９７年の約４万台を９８年は約６万台
。

Ｅ　杜 乏｛圭り地中海諸国？キプロスとマルタヘ１トンピ ックア ップの輸出を開始。パキスタン ，バン
フデ ッシュ， スリフンカ ，豪州等への輸出も検討中 。

Ｆ　社 ９８年半ばより豪州，ニュージーランド向けに１トンピ ックアッ プトラ ックの輸出を開始した
。

（出所） 各社へのヒアリング，新聞記事等より作成

おいて輸出用車種が生産ラインに加わることが予想されていた。しかし，実際に完成車を輸出す

るとなると課題は少なくないのである 。それらは¢現在，アセアン各国は需要が大幅に減少して

いるうえ，各国にそれぞれ生産拠点がある関係で域内への大規模な輸出は困難，　アセアン産業
　　　　　　　　　　　８）
協カスキーム（ＡＩＣＯ）やＡＦＴＡの進展如何にもよるが当面，現行の高関税率の下では輸入より

も現地生産のほうがコスト安という計算結果も出ている ，　欧米やオセアニアなど先進国市場向

けは現地における安全基準や環境基準がアジアと異なることから ，輸出するためには設計段階か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２０）



アジア経済危機下のアセアン自動車産業の発展と競争構造の変化（山浦）

　　　　　表７　ＣＫＤ部品の海外拠点への出荷体制

７

フィリピン（ＰＨＩＬ）　　インドネシア（ＩＮＮ）

エンジン１ ．３リットル（右ハンドル）

エンジン１ ．３リットル（左ハンドル）

ＡＢＳアンチロッ ク・ ブレーキシステム

タイヤ（１３インチ）

タイヤ（１５インチ）

９

９

（注）　９は部品番号で，日本より供給される

　　３は同じく部品番号で国産品
（出所）Ａ杜からの聞き取り

ら見直しが必要で，そのための時間がかかり ，しかもコストア ップ要因にもなる ，＠中近東 ・ア

フリカ ，中南米等についても既に各社の生産拠点が各国にある 。また，いずれの地域についても

日本からの輸出との調整をどうするかといっ た厄介な問題が依然として残る ，等々である 。

　より基本的な問題としてＣＫＤ生産体制下にある現地日系組み立てメーカーの場合，輸出生産

に向けた仕様変更やそれに伴う生産ラインの変更などに新たな投資を必要とし，かつ生産ライン

に入れてから販売まで約８ヵ月を要するなどタイムラグからみても短時問で大幅に輸出を増やす

のは極めて難しいといえる 。表７はＡ社を例に取り ，ＣＫＤ部品の海外生産拠点への出荷体制に

ついて説明したものである 。同じ車種（１ ．３リットルのエンジンを搭載）であ っても ，日本からの

ＣＫＤ出荷（船積み）の時点で部品レベルのスペソ クが異なっ ていることがわかる 。そして日本

の親工場では出荷時においてフィリピン仕向けのＣＫＤ部品をプラモデルのようにバラバラに分

けて，それらを同じ部品毎にセ ット組で４０台分梱包したもの（１モジ ュールという）が船積みされ

る。 その際，イントネシア向け（ＩＮＮ）仕様のものを，フィリピン 向け（ＰＨＩＬ）としてＣＫＤ部

品をアセンブルしてフィリピンからインドネシアに輸出する場合，上記のＩＮＮ（生産地と出荷地）

がＰＨＩＬ（生産地） ・ＩＮＮ（最終出荷地）となる 。このように同じフィリピン向けに出荷されるも

のであ っても ，ＰＨＩＬ（ＰＨＩＬ）とＰＨＩＬ（ＩＮＮ）は区別され，モシュール化されてフィリピン向

けに船積みされる 。これをみても○輸出先が要望する仕様の明確化，　必要な部品が国産化でき

るかどうか（もし不可能であれば日本から供給する），などの点について時間と手間のかかる調査が

必要となっ てくるというわけである 。

　国内販売の不振をカバーするために新たに輸出に活路を見出そうとする動きも見られる中けれ

とも完成車の輸出台数は各国の生産能力に比べると非常に小さく ，国内市場の不振を取り戻すに

は程遠い現状にある 。したがって，今後より経済発展の遅れた国 ・地域向けや需給調整の必要か

ら輸出が行われることがあり得るが，現行のＣＫＤ生産方式の下ではその効果は限定的なものと

ならざるを得ないと考えられる 。

　（４）部品メーカーのアセアン戦略

　通貨 ・金融危機が発生して以来，自動車部品についても輸出に取り組むなど新たな動きが広が

っている 。従来，日系部晶メーカーの多くは現地政府の定める国産化体制をクリアーするため日

系組み立てメーカー からの要請に応じて現地進出した（表８）。 その背景には，９０年代のアセア

ン自動車市場の急激な拡大を受けて，日系完成車メーカー が生産能力の増強と新型モデルの投入

を相次いで行うとともに，生産 コスト削減のためアセアン域内を含む現地調達の強化を図 ってい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２１）
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現地法人

技術提供

合　計

　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第６号）

表８　タイにおける日系自動車部晶メーカーの進出推移　（単位 ：件）

７９年以前　　　８０～８５年　　　８６～９０年　　　９１～９６年

２５

３

２８

６

５

１ユ

３５

１５

５０

４６

３５

８１

合計

１１２

５８

１７０

（出所）　日本自動車部品工業会資料より作成

　　　　　　図１　アセアン広域部晶補完状況（Ａ社の事例）

タイ
（Ｇ）

台湾

ＨＦ： 輸出 ＮＶ： 輸出
（Ａ，Ｂ，Ｄ ，Ｅ ，Ｆ ，Ｇ，Ｈ ，Ｉ ，Ｊ〉

ＨＦ： 輸出 ＮＶ ：輸出

（Ａ）カムシャフト （Ｆ）カムシャフト
（Ｂ）Ｗ／ポンプ

（Ａ）コンロツド
（Ｇ）パネル

（Ｈ）カムシャフト

（Ｃ）０／ポンプ

（Ｂ）ブレーキティスク

（Ｈ）トリム

（Ｉ）パネル

（Ｄ）ダ ツシュロアー
（Ｃ）フェンダー （Ｊ）トリム

（Ａ，Ｂ，Ｃ ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ，Ｈ）　　　　（ＡＬＬ） （Ｄ）ルーフ
（Ｅ）フロントフロアー Ｗ０２１： 輸出 （Ｅ）フード

（Ｉ）カムシャフト
（Ｆ）ドア

（Ｊ）ラジグリ
（Ｇ）トラ■クリソト

（Ａ，Ｂ ，Ｃ ，Ｄ ，Ｅ） （Ａ，Ｂ ，Ｃ ，Ｄ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ，Ｈ） （Ｄ） （Ａ，Ｃ ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ，Ｈ ，Ｉ ，Ｊ

マレーシア （Ｂ ，Ｃ ，Ｅ） フイフピン

ＨＦ ：輸出 ＮＶ ：輸出 （Ｂ ，Ｃ ，Ｄ ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ） ＨＦ ：輸出 ＮＶ ：輸出

（Ａ）ステアリングギア （Ｄ）ステアリングギア

（Ｂ）フードリッ ジ （Ｅ）パネル
（Ｉ ，Ｊ）

（Ａ）ベンチレーター （Ｇ）パネル

（Ｃ）サスペンシ ョン

（Ｂ）ラジ コンアサポート

サポーター・ スブリング
（Ｃ）リアフロア

（Ａ，Ｂ ，Ｃ ，Ｄ，Ｅ） （Ｄ）ホイールハウス
（Ｅ）パーセルシェルフ

（Ｂ ，Ｃ ，Ｄ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ）
（Ｆ）リアウエスト

（Ａ）

（Ａ，Ｃ ，Ｅ ，Ｆ，Ｇ，Ｈ ，Ｉ ，Ｊ）

インドネシア

ＷＤ２１輸出

（Ａ）コンビフラッシャー

（出所）Ａ社の資料より作成

た事実が指摘される 。こうした動きに刺激されて部晶メーカーも新規進出や生産能力の拡充に努

めてきたことから ，アセアンの部品産業のすそ野が徐々に広がりつつある。部品輸出には完成車

メーカーの部品工場からの出荷（エンジンやトランスミソ ションなと）に加えて，現地部品メーカー

を支援するため現地で調達した部品を輸出するという２通りのケースが考えられる 。しかし，ワ

イヤーハーネス等の一部製品を除くと進出時点では各社とも輸出を想定していなかったのである 。

このため域内の複数拠点間での輸出入を促進するＡＩＣＯスキームが本格的に動き出し，域内の

拠点間での部品相互供給が早く実現することで，部品の調達先の拡大や技術交流の促進が期待さ

れたというわけである 。しかし，通貨危機が発生してからマレーシァがＡＩＣＯに対するそれま

での拒否姿勢を軟化させ，企業からの申請があれば許可する方向に転じたが，インドネシアは依

然として申請の多くを拒否している 。また，日系組み立てメーカーＡ社のように自動車市場の

悪化から最近，ＡＩＣＯ申請を取り下げる動きも見られるなど各国政府の思惑からその進捗は思

わしくなく ，アセアン域内での自由化を則提とした広域分業ネ ソトワーク構築の遅れによる規模

のメリット発揮ができなくなる事態さえ懸念されている 。Ａ社を例に取ると ，アセアン域内（こ

の場合はタイ ，マレーシア，フィリピンのみ）の補完部晶取引額は９６年が約１０億円であ ったものが，

９７年には３億３０００万円に滅少している（図１）。 こうした事実から見るアセアン４カ国は本音か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２２）
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らそれぞれ自国内に自動車組み立て ・部品産業の育成を狙っているのは明らかであるが，果たし

て将来，共存共栄できるのかという点になると疑問が残ると言わざるを得ないのである 。

　一方，部晶業界で最近見られる特徴的な動きとして，¢フィリピンに進出したＫ社（アルミフ

ォイルを製造）は現地の狭い新車市場だけでなく ，アフターマーケ ットを狙って欧米市場の新規

開拓を図 ったところ売り上げは倍増したという 。このように海外においては，特に資本集約的な

生産ラインを建設する場合は，臼系メーカーへ供給するだけでは市場規模として不十分であり ，

系列 ・国籍を越えて広く部品の売り込みを行う必要がある ，　為替レートに応じて柔軟に輸入戦

略を立てられる部晶については，これまで日本で生産輸出していた一部製品のアセアンヘの移管

（Ｂ社はアセアンから乗用車用ディー ゼルエンジンを年問１万５ ，ＯＯＯ台日本へ輸出し，欧州向け車に搭載する

計画を進めている）が広がっており ，こうした動きが今後，現地部晶メーカーの輸出を増やす誘因

になるものとみられる 。

４． 産業集積を持つタイの優位性確立

　急速なモータリゼーシ ョンの進展と比較的大きな市場規模，各メーカーの自由競争に任せて政

府は干渉しないといっ た伝統的な産業風土，加えて８０年代末からタイ経済の順調な発展に支えら

れて日系自動車メーカー が生産を急速に伸ばしてきたことに伴い，８０年代後半以降，部品メーカ

ーのタイヘの進出は加速した（表１０）。 こうして部品メーカー が増えると組み立てメーカー が集

まるという好循環が成止し，今日みられるような自動車生産基盤としてのタイの優位性が確立を

みたのである 。とりわけ，熾烈な競争下にあ ってはコスト削減こそが死命を制するのであり ，自

動車の場合，生産 コストを左右する最大の要素は生産規模と並んで部品が安価なこと並ひに部品

の集めやすさにあるといっ ても過言ではなかろう 。実際のところ ，他国に比べて部品メーカーと

素材メーカーの数が圧倒的に多いのがタイの特徴といえる（表９）。 部品メーカー からみれば ，

自動車部品についても生産規模がコスト削減につながるため，系列を越えてでもより多くの組み

立てメーカー から注文を取る必要がある 。そのため各自動車メーカーが出揃うタイに進出せざる

表９　アセアン４における主要部品の企業数 （単位 ：社）

部晶（中分類） マレーシア タ　イ インドネシア フイリピン ４カ国合計

車体部品 １３７ １４０ ４０ ３３ ３５０

エンジン部品 ７９ １０６ ５１ ２５ ２６１

車体電装部晶 ９０ ７８ ４７ ２６ ２４１

駆動装置 ・タイヤ ・ホイール １００ ７５ ２６ ３０ ２３１

ブレーキ装置部品 ３６ ２８ ２０ ２０ １０４

燃料装置部品 ３１ ３１ １７ ２ ８１

サスペンシ ョン装置部晶 ２６ １９ １２ ９ ６６

排気装置部品
１６ １１ １０ ９ ４６

合　　　計 ５１５ ４８８ ２２３ １５４ １， ３８０

（出所）　日本自動車工業会資料等より作成

（８２３）
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表１０　日本の対アセアン自動車部晶メーカーの海外進出状況　　（単位 、件）

生産会社 販売会社 技術供与 その他

シンガポール １１ ９ ０ ４

タ　イ ８４ ８ ５４ Ｏ

マレーシア ３５ ２ ４７ １

インドネシア ４０ Ｏ ３１ ０

フイリピン １９ １ １０ ０

合計
１８９ ２０ １４２ ５

（出所）同上

表１１東南アジアと日本の製造コスト比較

日　本 東南アジア タ　イ マレーシア インドネシア フイリピン

部品 ・原材料費 １００ ．０ １２７ ．０ １１９ ．０ １２６ ．Ｏ １３３ ．Ｏ １４１ ．Ｏ

労務費 ９． ６ ３． ８ ２． ４ ５． ６ ５． ４ ２． ６

その他経費 １１ ．８ ９． ８ ４． ５ １１ ．４ １７ ．１ １２ ．Ｏ

合計
１２１ ．４ １４０ ．６ １２５ ．９ １４３ ．０ １５５ ．５ １５３ ．３

日本 ＝１００ １００ ．Ｏ １１５ ．９ １０３ ．７ １１７ ．８ １２８ ．１ １２６ ．３

　　（注）アンケート調査に基づき ，各社の国別指数を各杜の各国販売台数で加重平均した 。

　　（出所）東南アジアの自動車産業の発展と域内協力促進に関する総合調査（「地域経済統合調査」結果報告書
，

　　　　さくら総合研究所環太平洋研究センター１９９６年）

　　　　　　　　　　　　　　９）
を得なかったという事情もある 。

　一方，　般に競合状態にある複数の国 ・地域の産業が競争で優位に立つのは，その国での部品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
調達率が５０％を越えた時点で可能になるといわれている 。９０年代半ば以降，タイで日系組み立て

各社が相次いでアジアカーの生産を開始したことは先述したとおりである。設計段階から現地で

調達できる部品を採用し，部品の共通化を推し進める点にアジアカーの特色があるが，それは一

番コストの低いタイであるからこそ可能であ ったわけである 。アジアカーの実質的な部品調達率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
は７０％近くに達しており ，タイで生産されている他の車種を上回 っている 。ＡＩＣＯが順調に動

き出し，２００３年には域内関税がゼロ近くになるとすると ，高関税で保護されてきたアセアンの自

動車産業は否応なく自由競争にさらされることになる 。その場合，どの国が優位に立てるかは製

造コストに占める部品原材料の高さからいっ て， 部品調達率の高低が決め手になることは明らか

である（表１１）。 タイは部品メーカーにとっ てマーケ ットの大きさという点から進出上のメリッ

トは大きく ，また部品の集めやすさという点で組み立てメーカーにとっ てタイの部品産業の集積

（表１２）は有利に作用することから ，ここに両者の利害は見事に一致するというわけである 。タ

イヘの生産集中を図る最近の動きの一つとして９８年１０月 ，独ＢＭＷはバンコク郊外に乗用車工

場を建設して，２０００年初めに操業を開始すると発表した。ＢＭＷがアジアに生産拠点を設ける

のは初めてであり ，当初の生産能力は年産１万台で，将来は拡張し，周辺国にも輸出する計画と

される 。

　タイでは日本企業の進出により ，多くの部品を現地調達することが可能になっ た。 しかし，現

地調達が困難，もしくは生産台数が採算べ一スに乗らず，部品の生産が日本に残 っているものも

少なくないのである 。その主なものとしてエンジンやトランズミッ ションの中核部品，ハイテク

電子部品，パワーステアリングが中核となっ ている部品などである 。これは労働集約的な生産工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２４）
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　　　表１２　タイにおける自動車部晶産業の実態

１１

自動車部品供給業者 約６００社（１ ・２次下請けのみ）。 工場全体８４０ヵ 所。

分野別 ：鋳造関連１９７社，金型 ・ダイカスト関連３２３社
，

主要な製造部晶 ６０～７０年 ：バッ テリー タイヤ，板バネ ，

７１～７７年 ：ブラケ ット ，マフラー ホイール，トリム ，ワイヤーハ ーネス ，ゴム部品 ，

７８～８６年 ：ブレーキドラム ，フロアパン ，ラジエータ ，ガラス ，オルタネータ ，ランプ ，

８７～９２年 ：エンジン部品，ベルト ，ウオーター／オイルポンプ，ピストン ，バルブ，ボディー

パーツ ，　ドア ，　トランク ，バンパ ー，

９３一現在 ：基幹エンジン部品，アブソー バー

国産化義務部品 ホイルレバーゲージ，ラジエータ ，オイルフィルタ ，オルタネータ ，スイ ッチマグネテイ ック

組立部品，ホーン ，シャシー／座部 ・ワイヤリングハーネス ，ボディグランドケー ブル，マフ

ラー エキゾーストパイプ，テイルパイプ，ホイール，タイヤチ ュー
ブ， 塗料 ・溶剤，カー ぺ

ット ，フロアマット ，ジャッ キ組立部品，シートフレーム ，シートカバ ー， フォームパット ，

ドアガラス ，ウインドシールド，リーフ／ コイルスプリング，ラジオ（以上２８晶目）

（出所）ｒアセアン自動車すそ野産業 コンファランス」資料より作成

程については競争上，労賃の安い発展途上国へ生産拠占が移 っているが，資本集約的ラインで生

産される基幹部品については，必要以上に海外へ移転する動きは今のところ見られないためであ
１２）

る。

　タイ市場の約９割という圧倒的なシェアをもつ日系自動車メーカーは，タイを東南アジアにお

ける一大生産拠点に育成するためここ数年来，積極的な設備拡張投資を行 ってきた。この結果 ，

タイの自動車生産能力は９０年末の約２４万台から９５年には５３万台へと急拡大し，通貨 ・経済危機の

発生以前，２０００年には１３３万台に達するとの予測さえ行われていたのである 。ピークであ った９６

年のアセアン４における自動車生産台数は１３４万台であり ，アセアンの市場がいかに急成長して

いるとはいえ，この時点で日本と比較すると１０％強を占めるに過ぎない。市場規模からみてもア

セアンの自動車産業にとっ て輸出拠点は１ヵ 所で十分であり ，タイがその地位を固めつつあると

いえよう 。そして日系各メーカーは現地調達や現地生産の拡大に伴 って，タイを中心に開発 ・設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
計機能の一部を移動する動きを示している 。

　部品メーカーのアセアンヘの集積が急速に進んでいた時期に，不幸にも通貨 ・金融危機が発生

し市場が急激に冷え込んだため，大幅な生産調整や投資計画の変更を迫られることとなるなど不

幸な事態と言わなければならない。多くの企業がアセアンの拠点を地場ないし域内への供給拠点

として位置付けていたため市場低迷の影響を手痛く受けたのである。景気がこのまま低迷を続け ，

地場部品メーカーの経営悪化が長期化すれば，数年後，経済が回復したときには地場部品メーカ

ーが存在せず，部品を輸入に依存するしかない産業構造にな ってしまうかもしれない。そのため

にも窮地に陥 っているすそ野産業を如何に救済し，再生させるかにアセアンの自動車産業の盛衰

がかか っているといっ ても過言ではないであろう 。

５． 業界再編成も視野に

　予想をはるかに上回る需要の落ち込み，加えて信用の収縮に見舞われ，それまで急成長を遂け

てきたアセアン自動車産業の成長神話が崩壊し，組み立て ・部品メーカーは軒並み経営難に陥る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２５）
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図２　世界５大メーカーと日本メーカーとの関係
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（出所）　日本経済新聞（９８年１２月１９日付）

中にあ って，危機を通じて企業の優勝劣敗が次第に鮮明となっ てきたと言えそうである 。アセア

ン自動車産業をめくる国際環境は，世界貿易機関（ＷＴＯ），アセアン自由貿易地域（ＡＦＴＡ），ア

ジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）などの枠組みの中で，世界的な貿易 ・投資の自由化に向けた

転換期にさしかか っている 。ところが，通貨 ・経済危機の深刻化により一部の国では国内産業保

護を理由に完成車の関税引き上げ，国産化義務廃止時期の繰り下げなど自由化に逆行する動きが

見られる 。しかし９８年１０月にマニラで開催された第３０回アセアン経済閣僚会議ではＡＦＴＡの実

施時期である２００３年を待たずに特定晶目について２０００年までに前倒しするほか，当初取り決めの

関税０～５％を原則としてゼロにすることなどを確認した。同様に同年１２月ハノイで開催された

アセアン首脳会議において採択された「ハノイ宣言」及び「ハノイ行動計画」においても貿易 ・

投資自由化の推進を確認するとともに，域内分業を進める企業の関税を優遇するＡＩＣＯの具体

的な推進を明記した。このように各国とも引き続き自由化に積極的に取り組んでいく姿勢には変

わりが無い。また，各国産業界の意向も自由化受け入れについてのコンセンサスがすでに出来上

がっ ていると見てよいであろう 。現地自動車業界の経営戦略についていえば，総じてこれまでは

いかに政府からの要求にうまく対応していくかに根幹があ った。しかしこれからは，とりわけ直

面する経済危機から抜け出すためには，いかにして生き残るかという生存競争を一層重視せさる

を得なくなっ てきている 。自由化の流れについてはそれとして，自動車業界からみれば各国の自

動車メーカーは保護策が全く無い状態で果たして企業が存続していけるのか，各国が自由化に厳

格に対応した場合，例えば立ち上がったばかりのインドネシアやフィリピンの完成車メーカーと

か， マレーシアの国民車が本当に生き残れるのだろうか，といっ た疑問が依然として残ろう 。

　これまで自動車各社は世界的な自由化の流れを受け入れ，それに乗ろうと努めてきたが，ここ

へきてアジアの自動車需要が激減しアセアン全体でも採算に乗らないなど危機感が高まるに伴い
，

一部の日系完成車メーカーの間で自由化への取り組みに対する見直しの機運が出始めていること

は注目される。すなわち，市場の自由化への対応よりもこの際，現地業界（組立，部品加工，ディ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２６）
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一ラーなど）との協力関係の強化を前面に出すべきだとの考えがより強まりを見せているのであ

る。 Ａ社は当初，次期型モデルとして２つのモデルでアジア展開を実施する計画であ ったとこ

ろ， あまりにも需要が冷え込んだため１モデルだけに絞ったといわれる 。結局，アジアカー構想

ですら今日の異常な事態にあ っては採算が難しく ，自社防衛に走らざるを得なくなっ たという苦

しい事態となっ ているのである 。

　自動車市場低迷の影響で日系を中心とした現地部品メーカーは，組み立てメーカー以上に苦境

にある 。日本の親企業はアセアン域内での部品融通の加速化（Ａ社），協力企業への資金繰り援

助（Ｂ社），部品調達の拡大（Ｃ社）にみられるように，親会社はその体力に応じて部品メーカー

等に対する支援活動の強化を図 っている 。こうした中で，タイにあ っては生き残りを画策する現

地部晶メーカーの問で，組み立てメーカーとの取引関係を見直し，支援体制の手厚い有力企業を

選別する動きすら見られる 。今後，組み立てメーカーの中には既に現地部品メーカーの選別を終

えているが，提携先の業績がさらに悪化したときには調達先を他社に切り換えるところも出てく

るかもしれない。資本力で日本企業をはるかに上回るＢ１ｇ３も新たに市場参入してくる１青勢にあ

って，組み立てメーカー が全部で１３社（うち日系が１０社）もある乱立状態の中で今後，事業の大幅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
な見直しや撤退すら考える企業が出てこないとも限らない状況にな ってきている 。タイでは通

貨・ 経済危機により企業のバランスシートが急激に悪化する一方，金融機関は多額の不良債権を

抱え，貸し渋りを行 っているため地場企業は増資するだけの余裕が無い。企業再建策として９７年

１２月タイ投資委員会（ＢＯＩ）は出資比率規制の緩和措置を打ち出した。タイに進出している日系

製造業のうち「日本側出資比率が５０％未満」の企業は全体の５２ ．７％に達し，特に内需向けである
　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
輸送用機械 ・部晶は７６ ．９％で最大である 。増資状況を業種別に見ると ，特に業況の悪化が著しい

一般機械 ・輸送機器が５１件で最も多く（全体では１３８件），日本を含む外国の完成車 ・部品企業は

合弁先の支援と同時にこの際，戦略的に増資を行い，経営権の強化を図ろうとする動きの一環と

みられる 。フィリピンでも地元企業と提携して組み立てを行っている弱小の外資系企業について

は早晩，整理統合が予想されている 。日系メーカーを巻き込んで自動車世界再編の動きが活発と

なる中にあ って（図２），欧州に強力な足がかりを作 ったとはいえＢｉｇ３にしてもアジア市場の開

拓はこれからの課題といえる 。そのＢｉｇ３の一角であるＧＭの本格的な操業が予定される２０１０

年頃まではアセアン市場における日系組み立てメーカーの優位は動かないとみられるが，それま

での問にも企業問の格差拡大が予想される 。

　今回のアジア経済危機はアセアンの自動車市場の構造的再編成を新しい局面に押し上げたとい

える 。国際市場の中での選別淘汰の時代を迎えて，既に進出した各社の間で生き残りのための熾

烈な競争激化は必至であろう 。また，アシア市場での巻き返しを図るため，特にアセアンに進出

している日本の完成車メーカーとの戦略的提携を考えている欧米完成車メーカー がどのような動

きを示すか，すそ野の広い自動車産業を支える一次部品メーカー がとのような戦略を展開するか

などとも絡んでアセアン自動車産業はいよいよ厳しい試練の時代に突入したといえよう 。

（８２７）
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結　　　び

　８０年代半は以降の東アジアの工業化は，世界的規模での工業生産設備の過剰（供給過剰）とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）う深刻な事態を生み出す一方，それが今日みられる東アジアの経済危機につながった。現在，経

済危機のあらしが吹き荒れているが，その中にあ ってアジア地域全体に波及し，持続してきたこ

れまでの高度成長が今後も維持可能かどうか，が一つの問題として問われているのである 。アセ

アンについてみれば輸入代替政策を早期に放棄し，外資導入を呼び水に輸出主導による成長政策

を採ってきた結果，急成長が実現し，この方式はある意味では成功したが，経済発展の影に隠さ

れた歪みが明らかとなっ てきている 。外資主導の輸出工業化が作り上げた産業構造には，輸出の

拡大に伴い部品 ・原材料の輸入を誘発する仕組みがビルトインされてしまっ たのである 。加えて

外資と国内産業とのリンケージの欠如により地元に付加価値があまり残らないだけでなく ，日系

企業も努力はしているが現地での人材不足もあ って周辺産業の育成を含めた技術移転の遅れが目

立つといっ た構造問題が指摘されている 。今後はこうした構造問題の解決に向けての積極的な対

応が求められている 。

　現在，経済危機克服のためアセアン諸国は急減した海外からの直接投資を呼び戻す狙いから
，

貿易 ・投資の自由化と併せて外資政策においても ，戦略的な産業を指定して優遇措置を与えるな

どの手段で，産業のすそ野を広げる努力に躍起となっ ている 。技術集約産業の思い切 った集積 ，

国内産業と外資とのリンケージの強化による分業体制の構築，人材養成と技術移転など外資政策

の目指す方向は，完成車組み立て及び部品産業にとっ て国際競争の一層の強化につながる途でも

ある 。

　一方，経済危機は内向きだ ったアセアン各国の自動車産業をして輸出に目を向かせ，国際競争

に本格的に参入する契機となっ た。 その表れとして，このところ完成車及び部品各社は国内販売

の低迷に対して，輸出を強化しようとの動きに出ている 。輸出拡大といっ ても簡単ではないが，

政府による保護育成から自由化への政策転換もあ って，内需型だ ったアセアン自動車産業も次第

に輸出産業化の方向に傾きつつある 。また自動車生産の生産基盤として域内で最も優位な位置を

確立したタイは２０００年１月から ，現在最低５４％としている乗用車の部晶調達率を撤廃する方針を

明らかにしている 。域内の輸入関税についても次第に低下したことで部品業界は輸入品との厳し

い競合など国際水準での競争にさらされている 。さらに欧州がＥＵ（欧州連合）としてまとまる

のであれば，アジア側も経済面で結束を一層強化して，欧州通貨統合による競争激化に対応する

必要に迫られよう 。そのためにも貿易 ・投資面での各種障害を取り除き ，アジアの魅力を増すた

めにもＡＦＴＡやアセアン投資地域計画の前倒し実施が早急に図られなければならないであろう 。

　一方，ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議）の貿易自由化協議が円滑に進まなくなるなど，この

ところ各国 ・地域が国内産業の保護に向けて輸入規制等を強める動きが一部で表面化している 。

特に中長期的にみて成長力の大きいアジア自動車市場をめぐっ ては，アジアを中心に世界の自動

車市場の供給過剰が一段と強まるのを恐れる米国は，早期の自由化でこれを牽制したいとの立場

を鮮明にしている 。これに対して日本の自動車業界には，アジアの自動車需要が激減，危機を迎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２８）
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える中で米国が主張するような市場の自由化より現地業界との協力 ・提携強化を前面に考えるべ

きだとの考えが強いように思われる 。その表れとして経済危機で大きな打撃を受けた日系組み立

て・ 部品メーカーではあるが，アセアン市場の重要性についての判断は変えておらず，その関与

は危機前より深まっ たといえる 。不況で転職が減少したのを好機に技術習得や研修の目的で日本

の親工場へ現地の技術者やワーカーを大量に送り込む企業も少なくない。また，現地の合弁相手

先からの要請で日本の親会社が資本注入に応じる完成車や部晶企業もみられるなど，一部で生産

回復の兆しが見え始めた中で景気回復後に備える競争が既に開始されている 。

　数年前まで，経済が活況を呈し，経済成長が社会の進歩や近代化と同義語で語られ，自動車を

初めとするアジアを代表する産業界は，２１世紀にはアジアを中心とした新しいアジア太平洋経済

秩序ができると自信にあふれていた。そして経済の隆盛と崩落をわずか１０数年という短期間のう

ちに経験した今日 ，アジアでは欧米とアジアとの関係，グロー バリズムと地場産業，市場経済化

と伝統的な価値といっ た今日の世界経済が抱える諸問題に表れた矛盾と相克が，次世紀に向けた

新しい価値を生む土壌を育んでいるのではないかと思われるのである 。

　（本稿は１９９８年１２月５日 ，産業学会中部支部部会において筆者が発表した内容についてその後，加筆修正

したものである 。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）ＩＭＦは９８年１０月 ，世界の国民総生産（ＧＤＰ）成長率の予測を発表した。その中にあ って，アセア

　ン４（タイ ，マレーシア ，インドネシア，フィリピン）については，９８年がマイナス１０ ．４％を見込ん

　でおり ，９９年は若干，回復をみせ，マイナス幅がかなり縮小するものの，プラスに転じるほと力強さ

　はなく ，マイナス０ ．１％と予測している（Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｏｕｔ１ｏｏｋ　Ｏｃｔ１９９８）

２）「ジェトロ白書 ・貿易編　１９９８年版」日本貿易振興会１９９８年８月

３）縮小を続けてきたアセアンの自動車市場に底入れ感が出てきた，との報道も出始めた。それによる

　と ，タイの９８年１０月の月問販売台数は１万２８０５台で，前年同期比Ｏ ．２％と２１ヵ月ぶりで前年同月を上

　回 った。また，マレーシアの１０月の販売台数も前年同期比６０％減で，減少幅としては今年最低となっ

　た（１９９８年１２月１０日付　日本経済新聞）。

４）山浦雄三「フィリピン及びタイに見る自動車産業育成と経済発展」（「立命館国際地域研究」１４号

　立命館大学国際地域研究所，！９９９年３月）

５）児玉俊洋 ・上田英志 ・砂田進「東アジア諸国の産業政策の課題」（通産研究レビ ュウ　第２号　通

　商産業研究所１９９３年）

６）ＧＭは９９年初より乗用車（オペルの「アストラ」を生産開始の予定であ った。ところが市場低迷

　の影響を受け，生産開始を２度にわた って繰り延べたうえ（９９年初めから９９年７月へ，さらに２０００年

　前半へ），あらためて多目的タイプのオペル「ザフィーネ」を２０００年４月から生産すると発表した 。

　年産能力は１０万台と変更しないが，当面は４万台とし，その７０％を周辺諸国などへ輸出する計画であ

　る（日本経済新聞９８年１２月１日付）。

７）現地の日系組立工場の損益分岐点が７０～８０％とされる中にあ って ，進出各社の操業率は２０～３０％に

　下がっているとみられる 。この低い稼働率では各社とも到底，採算を維持できる状態ではない（現地

　メーカー からの聞き取り）。

８）ＡＩＣＯスキームは適用対象となっ た製品の域内関税率を０～５％へ削減するもので，２００３年にＯ

　～５％の関税率を目指すＡＦＴＡの先取り（ＢＢＣの拡大版）である 。ＢＢＣの対象は自動車のブラン

　ドオーナーに限られていたが，ＡＩＣＯの場合は完成品，部品，素材を問わず全製造業種がスキーム

　の対象となる点でＢＢＣと異なる 。またＢＢＣの場合，関税減免は現行関税率の５０％であ ったが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２９）



１６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第６号）

　　ＡＩＣＯの場合は０～５％で減免される 。ただし，ＡＩＣＯはＢＢＣには無か った資本所有についての条

　　件があり ，最低３０％当該国の資本が参加していなければならない 。

　９）産業集積の発生と継続について，特に集積がなぜ継続するかという点について，伊丹は２つの要因

　　を指摘する 。その１つは外部市場と直接に接触を持っている企業を通して需要が流れ込み続けるから

　　であり ，２つ目は外部の変化に需要が応しい続ける能力を持っているからである ，としている（伊丹

　　敬之ほか編集「産業集積の本質」有斐閣 ，１９９８年）。

１０）米谷　博「アセアンの自動車市場」日本貿易振興会バンコク事務所９７年１０月

１１）Ｏ通産省「わが国企業の海外事業活動調査報告書」（平成８年度版）によれば，輸送機械（王とし

　　て自動車）のアセアンにおける現地（進出先）調達率（１９９４年度）は４２０％で，アジア地域内調達率

　　は４３ ．３％となっ ている 。

　　　　米谷の前出論文によればアセアン各国，各メーカーの発表する当該国部品調達率は７０％前後と非

　　常に高く ，国による差はほとんど見られない。しかし，実態はかなり違っているようであり ，部品調

　　達率は国の規制に縛られた調達率が公表されていて，経済原則に基づいた調達率は隠されていて不明

　　とされる 。

１２）「海外展開戦略に関する企業調査報告書」通産省産業政策局９６年１１月

１３）アジア戦略車の企画 ・開発は引き続き日本で行うが，設計変更などへの対応のため技術研究所の出

　　先機関として現地法人をタイに設立（Ｃ社）。 研究開発部門をタイに設置（Ｄ社）。 交換頻度の高い

　　互換部品のタイでの開発を推進（Ａ社）。 タイに社内で最大の海外訓練拠点を設置（Ｂ社）など（新

　　聞報道，業界紙等より）

１４）タイハソが９８年３月末で現地販売会社を清算し，地場企業とのＣＫＤ生産委託契約を打ち切り ，タ

　　イでの生産　販冗事業からの撤退を決定している 。

１５）「通商弘報」日本貿易振興会　９８年１２月８日付

１６）佐和隆光「市場制御と効率 ・公正中立」（日本経済新開 ・経済教室，１９９９年１月６日付）

（８３０）
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